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石破首相退陣表明、総裁選の焦点は「野党との協力」 
2025 年 9 月 8 日 

 

石破茂首相が 9 月 7 日、退陣の意向を表明し、昨年 10 月に発足した石破政権は約 1 年

で幕を閉じることとなった。昨年の衆院選に続き、6 月の東京都議選、7 月の参院選で

も敗北したことで、党内から退陣を求める圧力が強まっていた。 

主要選挙での敗北後も、5 度目の挑戦でようやく自民党総裁の座を手にした石破首相

は、トランプ政権との関税交渉の継続性などを理由に政権維持への意欲を示し続けてき

た。しかし、事実上の退陣勧告となる「総裁選の前倒し」を巡る党内の意思確認を記名

式で行う方針や、結果次第では衆院解散に踏み切る考えを示したことが、党内の反発を

急速に高めた。意思確認の期日が 8 日に迫る中、前倒しに賛同する議員が多数を占め

ることが明白となり、党分裂を懸念した菅義偉元首相や小泉進次郎農相の説得を受け、

石破首相は退陣の決断に至った。 

衆参両院で過半数に満たない少数与党の下で行われる総裁選では、予算や法案成立のた

めの連立拡大や野党との政策協議に関する論戦が焦点となる。「ポスト石破」には、野

党と協力体制を築くことのできる候補であることが欠かせない条件であると言える。 

支持離れと「フルスペック」総裁選 

最近の選挙で自民党が支持を失い、少数与党に転落した背景には、古い体制の政治から

脱却できない党への国民の批判がある。価格高騰を招いたコメ問題も、時代の変化への

対応の遅れや一部の利益を優先する旧来型の政治を浮き彫りにした。こうした中で、総

裁選を国会議員だけで行えば、密室での政局との批判は避けられない。このため、石破

首相の退陣表明を受けた総裁選は、国会議員に加えて全国の党員・党友が投票する「フ

ルスペック」形式で実施される見通しで、9 月 22 日告示・10 月 4 日投開票が有力視

されている。 



 
 
 

 
 

「ポスト石破」の候補と課題 

「ポスト石破」候補としては、昨年の総裁選で上位の得票を集めた小泉進次郎農相や高

市早苗前経済安保相を軸に、林芳正官房長官や茂木敏充前幹事長、小林鷹之元経済安保

相の名前が挙がっている。 

小泉氏は、菅義偉元首相をパイプ役に日本維新の会との連携を強めると考えられる。維

新内には、災害発生時などに首都機能を代替する「副首都構想」を掲げて連立入りを求

める動きもあり、連立拡大が実現すれば改革色の強い政策が進展する可能性がある。た

だし、維新は吉村洋文代表を中心とする本拠地大阪の勢力と、それに反発する国会議員

との対立で党内情勢が不安定化しており、連立入りで同党内部が一致できるかには不透

明さも残る。 

高市氏は、前回の総裁選では決選投票で敗れたものの、1 回目の投票では首位を獲得し

ており、党員・党友の支持は厚い。一方、総裁選立候補には国会議員 20 人の推薦が必

要だが、前回の高市氏の推薦人のうちの多くが落選しており、推薦人の確保に苦慮する

可能性がある。また連立与党の公明党の斉藤鉄夫代表は、「保守中道路線でなければ連

立政権を組むわけにはいかない」と発言しており、保守色の強い高市氏への懸念は強

い。 

自民党は当面、政界再編につながるような大連立ではなく、一部野党との連携によって

政権維持を図るとみられる。しかし、林氏や茂木氏、小林氏を含む候補者が、これまで

の体制からの転換を示せなければ、次期国政選挙で勝利することは難しい。いかに自民

党が生まれ変わったと有権者に印象づけられるかが総裁選の焦点であり、それを打ち出

せない総裁では、党の停滞は続き、日本政治の不安定な状況も長期化する可能性が高

い。 

 


